
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 

 

平成 24 年 5 月 20 日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）： 
諸外国の立法においては、ＤＶ事案での離婚手続や子どもの処遇について、さまざまな配慮が

なされている。それは、一方配偶者のＤＶ加害が、他方配偶者に与える影響は大きく、また子

どもへの被害・影響も少なくないとの認識からである。日本では、離婚後の共同親権制の導入

や面接交渉が評価される傾向にあるが、諸外国にならい、とりわけＤＶ事案における離婚後の

共同親権やＤＶ加害者との面接交渉については、子どもの福祉の視点から、検討すべき課題が

残されている。 

 
研究成果の概要（英文）： 
Domestic violence is often a catalyst for one spouse to choose separation or divorce. 
And if they have children, custody and visitation would come to an issue. This paper 
examines custody and visitation problems in domestic violence cases.  
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１．研究開始当初の背景 

家族法学においては、1980 年代には、諸

外国法に定められる離婚後の共同親権制度

について紹介され、概ね肯定的に捉えられて

きた。その背景には、日本民法においては、

離婚後の単独親権制の下で、子と別居する親
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と子どもとの関係が継続されにくい現状、１

つの親権を両親が争う「子どもの奪い合い紛

争」の解決の困難さ、などが挙げられる。そ

のため、日本民法においても離婚後の共同親

権の道を開くべきであるという認識は、家族

法学において共通のものと言ってよいよう

に思われる。少なくとも 1990 年代以降、離

婚後の共同親権の導入に消極的な見解を打

ち出す論稿は見られず、同時に、別居親と子

どもとの面接交渉についても、その権利性が

論じられたり、実現性を高めることを検討す

る研究が増えている。 
  
２．研究の目的 

当然ながら、離婚後の共同親権や面接交渉

は、子どもの利益に適うものでなければなら

ない。それが保障されないなら、共同親権や

面接交渉は「制限」されるべきである。たと

えば、ＤＶ事案は、離婚当事者が「被害者と

加害者」の関係にあるため、被害者や子ども

の安全に配慮すべき場面も多く、「制限」や

「配慮」が必要とされるケースも少なくない。   

本研究の目的は、ドメスティック・バイオ

レンス事案を題材に、離婚後の共同親権・面

接交渉の「制限」や「配慮」について、諸外

国の立法や実務を調査し、子どもの福祉の視

点から、日本における共同親権や面接交渉に

関する立法を進める上での課題を見出すこ

とである。 

 
３．研究の方法 

本研究は、以下のようなアプローチで行わ

れた。 
１）ＤＶがもたらす離婚当事者の非対称性や

子どもへの影響について検討する。 

２）比較法の視点として、オーストラリア法

を中心に、諸外国の法制におけるＤＶ離婚

での配慮、とりわけ、離婚後の親権法制や

面接交渉について調査する。 

３）日本法における今後の立法や実務での課

題について考察する。 

具体的な手法として、文献・資料からの情

報収集にとどまらず、国内の DV 被害者の支

援機関や弁護士へのインタビュー調査を行

った。また、オーストラリア・ヴィクトリア

州において、DV 法の制定に関わった NPO 法人

のスタッフや家事事件を多く担当する弁護

士にインタビュー調査を実施した。 

 

４．研究成果 

 諸外国では、離婚後の子の処遇に関する審

理やその手続において、DV 事案に対する特別

な配慮が広く整備されていることがわかっ

た。その背景には、子どもの福祉の視点から、

親密圏で振るわれる暴力が、被害者や子ども

にもたらされる影響を適切にとらえるべき

とする姿勢がみられた。 

１）暴力のもたらす影響 

親の暴力に晒されることは、子どもの情緒面

や行動面の困難と関連していることが、 

様々な実証研究を通じて確認されている。

WHO 国際調査においても、さまざまな国で、

心理的暴力に加え、身体的・性的暴力を受け

た女性ともに暮らす子どもの行動・情緒・学

習面での困難について、 暴力の被害のない

環境で育つ子どもとの比較において、統計的

に有意差が確認されており、日本調査でも同

様の傾向が見られた。 また諸外国では、近

年、DV 被害女性の健康被害の視点からの研究

が進んでいる。 

２）比較法の視点から 

たとえば、オーストラリア法においては、

以下のようになっている。オーストラリアで

は、両親の別居後のペアレンティング

（parenting）に関しては、2006 年、連邦家

族法の改正が行われている（Family Law 

Amendment(Shared Parental 

Responsibility)Act 2006）。この改正は、



 

 

離婚後も両親が同等に親責任を持つという

理念をさらに実効的なものにするため、同居

していない親の子どもへの関与を促進する

ことを目的としているが、family violence

事案については、特別な配慮を設ける。 

１）たとえば、裁判所がペアレンティングの

命令を定める場合において、両親双方が子ど

もに対して平等な親責任を持つという推定

規定を持つが、一方の親に子どもへの虐待や

family violence があったと認める合理的な

理由がある場合、この推定は働かないとされ

ている。 ２）また、この法は、離婚時に、

裁判所への訴訟申立ての前に、父母に家族紛

争解決手続（ＦＤＲ＝family dispute 

resolution）を経ることを義務付けたが、  

ＤＶの危険がある場合には、家族紛争解決手

段（ＦＤＲ）が例外的に免除される（60 条Ⅰ

９項）、などの配慮である。 

 しかしながら、現実的な問題として、別居

親の子どもへの関わりの促進を目指した連

邦家族法の改正は、 各州における family 

violence 防止法の被害者保護の理念との間

に、時としてジレンマをもたらしていると言

われる。すなわち、子どもの監護について有

利に権利主張したい母親が、子の父親からの

虚偽の暴力を主張しているという批判の一

方で、DV 事案において離婚後の共同監護の実

現は、DV 被害者である母親の恐怖心や犠牲な

くは成り立たないという指摘もあり、 多く

の議論が持ち上がっている。また、これにつ

いて、さまざまな評価があるのも現実であり、

本研究において行った、DV 問題に関する民間

支援機関でのインタビューにおいても、この

家族法改正についての評価は多様であった。  
 そのほか、アメリカ合衆国においては、「離

婚後も両親がともに子どもに関わるべきで

ある」という理念が非常に強い。しかしなが

ら、だからこそ、両親がともに子に関わって

いくために、DV 事案への配慮が整備され、加

害者の再教育の必要性についても意識が高

い。とくに、子どもの養育や離婚後の交流に

ついて関わる専門職に、暴力の問題の特性を

熟知する仕組みが手厚く整備されている。た

とえば、カリフォルニア州では、ミディエー

ションに関わるミディエーターの専門性は

高く、ＤＶに特化した研修も受けている。 ま

た、子どもについての評価を行うエヴァリュ

エイターについても、裁判所規則により、DV 

に関する研修を受けることになっている。 

 さらに、台湾の DV 防止法においても、離婚

手続きにおける DV 事案への配慮を定める。

DV 事案の離婚では、原則として調停や和解を

行うことができないとされており、離婚後の

子どもとの面会についても、DV 事案で面会を

求める際には、裁判所によって、安全の確保

や第三者の監視、面会費用負担、保証金の支

払いなどを命じることが出来たり、面会は、

DV センター内の「面会センター」において行

うことが定められている。 

３）まとめ 

本研究から、今後、離婚後の共同親権制の

導入や、面接交渉の実効性について検討する

過程では、以下のような点が配慮されるべき

であると考える。 

ＤＶを原因とする離婚は決して少なくな

いという事実を踏まえ、ⅰ）暴力による被害

者と子どもの健康被害や影響が適切に理解

されるべきこと。 ⅱ）それが加害者によっ

て引き起こされたという事実が適切に評価

される仕組みが必要であること。そのために

は、ⅲ）司法に関わる専門者にＤＶ理解のた

めに高いスキルが求められ、そのための教育

の機会が与えられるべきこと。さらには、ⅳ）

社会的な整備として、家族紛争を専門に扱う

支援者や支援機関の充実が不可欠であるこ

と。 
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